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4 事業所

1. 産業大分類、従業者規模別民営事業所数及び従業者数（民営）

2. 産業中分類別民営事業所数及び従業者数（民営）

3. 市内総生産
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４　　事 業 所

１.産業大分類、従業者規模別事業所数及び従業者数 （令和３年６月１日現在）

A～R 全産業 1,926 24,051

０～４人　 1,199 3,436

５～９人　 276 2,223

１０～１９人　 206 3,199

２０～２９人　 86 2,175

３０～４９人　 65 2,500

５０～９９人　 58 4,023

                                              １００人以上 36 6,495

A～B 　農林漁業 30 586

Ａ 　農業，林業 30 586

Ｂ 　漁業 - -

C～R 　非農林漁業 1,875 22,984

Ｃ 　鉱業，採石業，砂利採取業 - -

Ｄ 　建設業 165 664

Ｅ 　製造業 498 9,720

Ｆ 　電気・ガス・熱供給・水道業 3 17

Ｇ 　情報通信業 9 20

Ｈ 　運輸業，郵便業 70 1,966

Ｉ 　卸売業，小売業 422 3,285

Ｊ 　金融業，保険業 28 223

Ｋ 　不動産業，物品賃貸業 42 313

Ｌ 　学術研究，専門・技術サービス業 52 425

Ｍ 　宿泊業，飲食サービス業 110 988

Ｎ 　生活関連サービス業，娯楽業 123 583

Ｏ 　教育，学習支援業 65 1,034

Ｐ 　医療，福祉 111 2,461

Ｑ 　複合サービス事業 17 352

Ｒ 　サービス業（他に分類されないもの） 157 933

資料：令和３年経済ｾﾝｻｽ活動調査

　産業大分類
事業所数 従業者数

従業者規模　
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２.産業中分類別民営事業所数及び従業者数

産業中分類 事業所数
従業者数

(人)
産業中分類 事業所数

従業者数
(人)

A～R 全産業(S公務を除く) 1,926 24,051 　　I 卸売業，小売業 422 3,285

　A～B 農林漁業 30 586 　　　50 各種商品卸売業 - -

　　A 農業，林業 28 505 　　　51 繊維・衣服等卸売業 4 19

　　　01 農業 13 125 　　　52 飲食料品卸売業 9 161

　　　02 林業 2 81 　　　53 建築材料，鉱物・金属材料等卸売業 27 187

　　B 漁業 - - 　　　54 機械器具卸売業 17 103

　　　03 漁業(水産養殖業を除く) - - 　　　55 その他の卸売業 26 237

　　　04 水産養殖業 - - 　　　56 各種商品小売業 1 313

      @ 農業，林業，漁業 間格付不能 - - 　　　57 織物・衣服・身の回り品小売業 54 244

      @Z 農業，林業，漁業 間格付不能 - - 　　　58 飲食料品小売業 72 850

　C～R 非農林漁業(S公務を除く) 1,875 22,984 　　　59 機械器具小売業 64 257

　　C 鉱業，採石業，砂利採取業 - - 　　　60 その他の小売業 136 852

　　　05 鉱業，採石業，砂利採取業 - - 　　　61 無店舗小売業 12 62

　　D 建設業 168 664 　　　I1 卸売業 内格付不能 - -

　　　06 総合工事業 92 421 　　　I2 小売業 内格付不能 - -

　　　07 職別工事業(設備工事業を除く) 39 116 　　J 金融業，保険業 28 223

　　　08 設備工事業 37 127 　　　62 銀行業 5 51

　　　DZ 建設業 内格付不能 - - 　　　63 協同組織金融業 4 51

　　E 製造業 498 9,720 　　　64 貸金業，クレジットカード業等非預金信用機関 - -

　　　09 食料品製造業 16 594 　　　65 金融商品取引業，商品先物取引業 2 7

　　　10 飲料・たばこ・飼料製造業 4 68 　　　66 補助的金融業等 1 -

　　　11 繊維工業 33 231 　　　67 保険業(保険媒介代理業，保険サービス業を含む) 16 114

　　　12 木材・木製品製造業(家具を除く) 11 282 　　　JZ 金融業，保険業 内格付不能 - -

　　　13 家具・装備品製造業 6 53 　　K 不動産業，物品賃貸業 42 313

　　　14 パルプ・紙・紙加工品製造業 13 156 　　　68 不動産取引業 9 30

　　　15 印刷・同関連業 14 213 　　　69 不動産賃貸業・管理業 30 277

　　　16 化学工業 1 29 　　　K1 不動産業 内格付不能 - -

　　　17 石油製品・石炭製品製造業 - - 　　　70 物品賃貸業 3 6

　　　18 プラスチック製品製造業(別掲を除く) 46 1,400 　　L 学術研究，専門・技術サービス業 52 425

　　　19 ゴム製品製造業 5 36 　　　71 学術・開発研究機関 1 141

　　　20 なめし革・同製品・毛皮製造業 2 3 　　　72 専門サービス業(他に分類されないもの) 20 80

　　　21 窯業・土石製品製造業 18 320 　　　73 広告業 - -

　　　22 鉄鋼業 18 718 　　　74 技術サービス業(他に分類されないもの) 31 204

　　　23 非鉄金属製造業 4 97 　　　LZ 学術研究，専門・技術サービス業 内格付不能 - -

　　　24 金属製品製造業 111 1,817 　　M 宿泊業，飲食サービス業 110 988

　　　25 はん用機械器具製造業 61 1,601 　　　75 宿泊業 3 96

　　　26 生産用機械器具製造業 64 581 　　　76 飲食店 91 755

　　　27 業務用機械器具製造業 4 168 　　　77 持ち帰り・配達飲食サービス業 16 137

　　　28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 2 67 　　　M2 飲食店，持ち帰り・配達飲食サービス業 内格付不能 - -

　　　29 電気機械器具製造業 19 757 　　N 生活関連サービス業，娯楽業 123 583

　　　30 情報通信機械器具製造業 - - 　　　78 洗濯・理容・美容・浴場業 94 247

　　　31 輸送用機械器具製造業 35 489 　　　79 その他の生活関連サービス業 11 61

　　　32 その他の製造業 11 40 　　　80 娯楽業 18 275

　　　EZ 製造業 内格付不能 - - 　　　NZ 生活関連サービス業，娯楽業 内格付不能 - -

　　F 電気・ガス・熱供給・水道業 3 17 　　O 教育，学習支援業 26 799

　　　33 電気業 2 3 　　　81 学校教育 26 799

　　　34 ガス業 - - 　　　82 その他の教育，学習支援業 39 235

　　　35 熱供給業 - - 　　P 医療，福祉 111 2,461

　　　36 水道業 1 14 　　　83 医療業 56 952

　　　FZ 電気・ガス・熱供給・水道業 内格付不能 - - 　　　84 保健衛生 2 1

　　G 情報通信業 9 20 　　　85 社会保険・社会福祉・介護事業 53 1,508

　　　37 通信業 - - 　　　PZ 医療，福祉 内格付不能 - -

　　　38 放送業 - - 　　Q 複合サービス事業 17 352

　　　39 情報サービス業 5 13 　　　86 郵便局 11 189

　　　40 インターネット附随サービス業 - - 　　　87 協同組合(他に分類されないもの) 6 163

　　　41 映像・音声・文字情報制作業 4 7 　　R サービス業(他に分類されないもの) 157 933

　　　 G1 通信業，放送業，映像・音声・文字情報制作業 内格付不能 - - 　　　88 廃棄物処理業 11 101

　　　 G2 情報サービス業，インターネット附随サービス業 内格付不能 - - 　　　89 自動車整備業 18 54

　　H 運輸業，郵便業 70 1,966 　　　90 機械等修理業(別掲を除く) 10 38

　　　42 鉄道業 1 21 　　　91 職業紹介・労働者派遣業 5 423

　　　43 道路旅客運送業 3 67 　　　92 その他の事業サービス業 13 96

　　　44 道路貨物運送業 52 1,652 　　　93 政治・経済・文化団体 9 42

　　　45 水運業 - - 　　　94 宗教 91 179

　　　46 航空運輸業 - - 　　　95 その他のサービス業 - -

　　　47 倉庫業 8 171 　　　 R1 サービス業(政治・経済・文化団体、宗教)内格付不能 - -

　　　48 運輸に附帯するサービス業 6 55 　　S 公務（他に分類されるものを除く） 21 481

　　　49 郵便業(信書便事業を含む) - - 　　　97 国家公務 - -

　　　HZ 運輸業，郵便業 内格付不能 - - 　　　98 地方公務 21 481

資料：令和３年経済ｾﾝｻｽ活動調査  
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３.市内総生産 （単位　百万円）

平成28年度 29年度 30年度 令和元年 2年 3年

224,126 244,296 247,403 236,199 216,961 257,469

第1次産業 1,980 2,064 1,889 2,428 2,227 2,090

農業 1,935 1,998 1,845 2,374 2,182 2,044

林業 45 66 44 54 45 46

水産業 0 0 0 0 0 0

第2次産業 119,554 137,527 140,583 127,741 114,793 143,570

鉱業 0 0 0 21 21 0

製造業 112,321 128,580 132,682 119,108 107,151 134,195

建設業 7,233 8,947 7,901 8,612 7,621 9,375

第3次産業 100,907 102,758 102,746 104,192 98,092 108,466
電気・ｶﾞｽ・水道・
廃棄物処理業 1,810 1,822 1,915 1,963 1,884 2,415

卸売・小売業 13,499 13,934 13,796 13,589 12,789 14,028

運輸・郵便業 14,307 14,776 14,435 14,544 11,638 15,424

宿泊・飲食ｻｰﾋﾞｽ業 2,785 2,894 2,842 2,585 1,513 1,724

情報通信業 449 420 412 389 392 432

金融・保険業 3,661 3,552 3,405 3,527 3,384 3,819

不動産業 29,943 30,097 30,519 31,294 31,365 31,255

専門・科学技術・
業務支援ｻｰﾋﾞｽ業 4,341 4,447 4,428 4,421 4,238 8,109

公務 4,020 4,052 4,125 4,297 4,279 5,225

教育 6,299 6,699 6,703 6,855 6,866 6,571

保健衛生・社会事業 13,306 13,434 13,741 14,474 15,291 13,435

その他のｻ-ﾋﾞｽ 6,487 6,631 6,425 6,254 9,321 6,029

1,685 1,947 2,185 1,838 2,078 3,343

資料：兵庫県統計課「令和３年度市町民経済計算」

※市町民経済計算は遡及改定を行うため、既公表の過年度計数と異なることがあります

区　　分

総　　計

輸入品に課される税・関税等
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